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各 所 属 長 殿  
 

副  区  長  神  子 雅  行  
 
      平成２０年度予算編成について（依命通達）  

 
９月の政府月例経済報告によると、我が国の経済は、一部に弱さが

みられるものの、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の持ち

直しなど、回復基調を続けている。先行きについても、原油価格の動

向の与える影響等に留意する必要はあるが、企業部門の好調さが家計

部門へ波及し、国内民間需要に支えられた回復基調が続くと見込まれ

ている。  
しかし、本区においては、区内の零細・中小企業の景況感について、

一部で改善傾向がみられたが、依然として厳しい経営環境が続き、今

後も予断を許さない状況にある。  
 
一方、本区の財政状況は、特別区交付金等の主要一般財源が増加し

ているものの、いわゆる『東京富裕論』に基づく税収格差是正など、

地方税財政制度の見直しを行おうとする国の動きも高まっており、先

行きは不透明である。加えて、進展する少子高齢化の対応、区有施設

の維持・保全など、増大する様々な財政需要を抱え、依然として楽観

できる状況にはない。  
 
平成２０年度は、「にぎわい いきいき したまち台東」の実現を

更に積極的に進めていく、行政計画改定後の初年度となる年である。

そのため、計画事業の着実な実施を支えるとともに、将来の新たな財

政需要に対応できる財政基盤の確立が不可欠である。  
 区は、更なる財源確保に努めるとともに、施策と事務事業の不断の
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見直し、外部の視点の導入、全庁的な意識の共有化や連携強化によっ

て経常的経費の削減を図り、予算配分の重点化・効率化を実施し、健

全な財政運営を維持する必要がある。  
 

平成２０年度の予算編成にあたっては、これらの状況に加えて、「行

政計画・予算編成区長プレゼンテーション」において明らかにされた

課題や方向性を踏まえ、部長の責任とリーダーシップの下で、予算編

成に取り組まれたい。  
以上のことを踏まえ、下記事項に留意の上、別に定める期日までに

見積書を提出されたい。  
この旨、命により通達する。  
 

記  
 
１．  現在策定中の行政計画（平成２０年度～２２年度）の計画事

業については、着実な実施が図れるよう事業の実効性等を十分

に検討し、所要額を見積もること。  
 
２．  予算要求は、本年度実施した行政評価の視点からすべての事

業を対象に見直しを行い、整理統合等を推進すること。特に、

外部評価や指定管理者施設管理評価の結果報告に十分留意する

こと。  
さらに、区民の要望を的確に把握し、議会の審議経過等を踏

まえ、緊急性の高い事業を重点に予算化を図ること。  
  また、事務管理経費等については、今までの慣習や前例など

従来の枠組みにとらわれることなく、徹底した削減を行うこと。 
 

３．  新規・重点事業等の予算化にあたっては、「行政計画・予算編

成区長プレゼンテーション」の協議内容を踏まえ、提案内容に

必要な修正を加えること。  

なお、スクラップ・アンド・ビルドやサンセット方式などに
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より、財政負担の抑制に努めるとともに、将来の財政需要や費

用対効果、後年度の負担を明らかにし、十分に検討して予算計

上すること。  
 
４．  既定事業（行政計画の対象となる事業を除く。）の経費は、原

則として、平成１９年度予算の範囲内で所要額を見積もること。 
 
５．  社会保障関連経費については、過去の実績等を的確に把握し、

今後の制度改正の動向に注意して、適正な所要額の算定を行う

こと。  
 
６．  経済対策関連経費については、事業効果を検証するとともに、

区内零細・中小企業へ配慮し、所要額の算定を行うこと。  
 
７．  区出資の財団等については、財政支援団体検討会の報告を踏

まえ、経営努力をより一層促すとともに事業計画を十分精査の

上、補助及び委託の内容、方法等を見直し､所要額を見積もるこ

と。  
 
８．  補助事業は、法改正や国・都の平成２０年度概算要求等、編

成の動向に十分留意すること。  
 
９．  施設の建設・改修は､「台東区における区有施設建設コスト縮

減計画」の趣旨を十分踏まえ､コスト削減に努めるとともに、施

設内容、工事日程、地域住民の対応等十分に調整を行い、後日

予算の組み替えなどが起きぬよう細心の注意を払うこと。また、

効率的な管理運営に配慮した仕様とすること。  
 
１０．  施策全般にわたって創意工夫を重ね、情報化の推進、民間活

力の積極的な活用等、経営感覚を持ち、効率的な行財政運営に

心がけること。  
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１１． 区有財産の有効活用、広告収入等、収入確保対策検討委員会

の検討を踏まえ、新たな財源の確保や収入未済の縮減に努める

こと。  
 
１２． ＩＳＯ１４００１の理念に基づき策定した「環境方針」の趣

旨に則して、省資源、省エネルギーの徹底を図り、可能な限り

環境負荷の低減及び経費の節減に努めること。  
 
なお、予算見積書の作成にあたっては､別途、企画財政部長より通

知される「平成２０年度予算見積書の作成について」により処理され

たい。  
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